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✓ 長崎市では、従前から市立病院として市民病院（414床）と成人病センター（132床）の運営を行っていた。その後、市町村
合併により旧町から野母崎病院（65床）、琴海病院（61床）を引き継ぎ、合わせて4病院を運営していた。4病院の公立病
院改革プラン策定時の経営状況及び見通しは、財政負担の軽減、老朽化した市民病院の建て替えなどと併せ、病院の統合・
再編の必要性があった。

✓ 医療機関の変化に柔軟に対応できるように、運営体制については地方独立行政法人化の検討を行った。

✓ また、市民病院及び成人病センターは、長崎市における中核的医療機関としての機能を有していたが、建物の老朽化、狭隘化
のため、両病院を統合し、新病院を建設することで、病院の機能を高度・集約化し、地域医療の充実を図ることとした。

市民病院（414床）

成人病センター（132床）

野母崎病院（65床）

琴海病院（61床）

＜再編前（H24）＞

長崎みなとメディカル
センター（513床）

野母崎診療所（0床）

ニュー琴海病院（60床）

＜再編後＞

【診療所化（H23）】

【民間移譲（H22）】

出典：総務省「公営企業年鑑」
長崎市立病院機構事業報告書

等

地方独立行政法人に移行することで、法人の裁量において

意思決定できるため、医療環境の変化に対する機動的で柔軟
な対応が可能になり、職員の給与費の削減を行った結果、医
業費用を削減することができた。
また、2病院を統合し医療資源を集約化することで、救急医
療体制の推進や高度急性期医療への対応充実が図られ、医
師及び患者等の集約にも成功し、経営状況が好転した。

【地方独立行政法人化】

【市営事業】

【地方独立行政法人】

＜背景＞

＜計画の概要＞ ＜独立行政法人化・統合の効果＞

1 長崎県長崎市 【経営形態変更（地方独立行政法人公営企業型）/再編・統合】

【主なイベント】
H24 地方独立行政法人

長崎市立病院機構へ移行
H28 長崎みなとメディカルセンターへ

機能統合

【市営事業】

出典：総務省「地方公営企業の抜本的な改革等に係る先進・優良事例集」 等



2 神奈川県横浜市 【経営形態変更（指定管理者制度）】

✓ 横浜市では３つの市立病院のうち1病院を指定管理者制への移行を行っている。

✓ 横浜市立港湾病院を300床から634床に拡大する再整備を行う中で、「委譲による民営化」・「公設民営（民間委託）」・「地
方公営企業法全部適用」への意向を検討した。

✓ 市立病院の経営状況を基礎として行った試算にて、運営に関わる一般会計からの繰入金が毎年35億~40億円程度必要にな
ることや新病院の運営に当たり正規職員が約400人の増員が必要になること等が挙げられている。

✓ 公的医療機関・学校法人から、病院事業の買い取りの意志が示されなかったことから、公設民営方式を導入した。

横浜市立港湾病院
300床

横浜赤十字病院
380床

H16年2月
指定管理者決定

横浜市 日本赤十字社

（現)みなと赤十字病院
634床

日本赤十字社

平成17年3月閉院 平成17年3月閉院

平成17年4月開院

日本赤十字社は指定管理の受託に伴い、新港湾病院の半径5㎞圏内にあった「横浜赤十字病院」の運営を平成17年3月末を
持って終了した。そのため、両病院の機能を集約し、職員の確保も行うことが可能であった。
指定管理へ移行後、経常損失は徐々に減少している。また、指定管理業務の遂行状況の点検・評価においても救急・がん医
療・周産期医療など政策的医療の提供を継続しており、市立病院としての役割を果たしている。

＜背景＞

＜計画の概要＞
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出典：横浜市市立病院のあり方について（最終答申） 等



＜背景＞

✓ 名古屋市は５つの市立病院を有しており、この中には市町村合併により名古屋市に編入された施設もある。

✓ いずれも二次医療を担う総合的医療機能を有する施設として設置されてきたため、再編前の病床規模は200床～498床の中規
模病院となっていた。

✓ 診療機能においても、特別な強みを持たない地域の総合病院となっており、いずれの施設も建物の老朽化、狭隘化が著しく、経営
面においても48億円の累積赤字（平成12年現在）を抱えていた。

✓ ５つの市立病院を“立地”と“アクセス環境”、“担うべき医療機能”等を総合的に考慮して、Ａ・Ｂ・Ｃの三グループに編成し、明確な
機能分担と密接な連携のもとに１グループで一体的な医療サービスを提供できるよう管理運営面の整備を進める計画が立案された。

＜計画の概要＞ ＜統合・再編の効果＞

再編・統合後は、医療機能の選択と集中により医師及び患
者等の集約ができており、市立病院の主となる東部医療セン
ター及び西部医療センターの経営状況が好転している。
また、他の病院についても民間移譲や指定管理者制度の導
入等の経営形態の見直しが行われており、病院事業全体の経
営状態の改善が図られている。

【主なイベント】
H.23 城西病院民間移譲
H.23 西部医療センター開院
H.24 緑市民病院指定管理
H.25 守山市民病院民間移譲
H.26 新公営企業会計基準開始

出典：総務省「公営企業年鑑」 等

3 愛知県名古屋市 【経営形態変更（指定管理者制度・民間移譲）/再編統合】

城西病院【305床】

城北病院【251床】

守山市民病院【200床】

東市民病院【498床】

緑市民病院【300床】

西部医療センター【500床】

城西病院【120床】

守山市民病院【90床】

再編・統合

縮小

縮小

東部医療センター【498床】

緑市民病院【300床】

機能分担

現状維持

民間譲渡（計画当初：市直営）
地域包括ケア病棟を有する回復期系の
医療施設として運営

市直営
周産期・小児医療、がん医療を強みとす
る医療施設として運営

民間移譲（計画当初：市直営）
緩和ケア病棟を有し、東部医療センター
の後方施設として運営

市直営
循環器医療、救急医療を強みとする医
療施設として運営

指定管理制度（計画当初：市直営）
上記４施設とは、距離が離れており、地
域の総合病院として運営

185床

64床

46床

病床返上

＜再編前＞ ＜再編後＞

グ
ル
ー
プ
Ａ

グ
ル
ー
プ
Ｂ

グ
ル
ー
プ
Ｃ
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出典：名古屋市「市立病院整備基本計画」 等



４ 地域医療連携推進法人について

日本海ヘルスケアネット

・在宅医療

・へき地診療

連携推進区域：庄内医療圏
（山形県酒田市・鶴岡市・遊佐町・庄内町・三川町）

日本海総合病院
646床

日本海酒田リハビリ
テーション病院

114床

回復期リハ・慢性期

高度急性期・急性期

診療所

(地独) 山形県・酒田市病院機構

本間病院
154床

サブアキュート 在宅支援

診療所
訪問看護
ｽﾃｰｼｮﾝ

介護施設

(医) 健友会

山容病院
220床

精神医療

ｸﾞﾙｰﾌﾟ
ﾎｰﾑ

(医) 山容会

診療所 介護施設

在宅医療

（医）宏友会

坂田地区医師会

訪問看護ｽﾃｰｼｮﾝ

坂田地区
歯科医師会

坂田地区
薬剤師会 社会福祉法人２法人

介護施設

08年の再編統合・独法化に
際し、旧県立日本海病院が増
床し急性期に特化。旧市立酒
田病院は段階的に減床し亜
急性期～慢性期に転換。

導入から維持透
析移行後は本間
病院に集約

人工透析
患者

看護師
派遣

医師・
看護師派遣

休床病床4床の
移行を検討中

連携推進業務（実施中または検討中）

人材確保・育成：
採用計画や不足する職種等の情報共有、 職員研修の共同化

診療情報の共有：
「ちょうかいネット」(連携推進法人外の医療機関も含め地域で稼働
中)を下地として今後実施

医薬品の共同化：
「地域フォーミュラリー」(推奨医薬品指針)を策定

看護師
派遣

病床

＜概要＞

✓ 医療機関相互間の機能分担及び業務の連携を推進し、地域医療構想を達成するための一つの選択肢としての、新たな法人の
認定制度。複数の医療機関等が参画することにより、地域において質が高く効率的な医療提供体制を確保する。

✓ 「医師等の派遣・人事交流や共同研修」 「医薬品等の共同購入」 、「診療科（病床）再編」「参加法人への資金貸付」等の
連携推進業務を実施する。

＜参考事例 ～日本海ヘルスケアネット～＞ ＜各連携法人の取組状況とその評価＞

✓ 参加病院のつながりが見えることで更なる連
携・情報共有等ができるようになった。

✓ 確保しにくい診療科の医師の派遣、訪問看護
ステーションへの看護師の派遣などにより、人材
の確保が可能となった。

✓ 医療従事者や事務職を対象とした共同の研
修会や勉強会を実施。従事者の意識向上に
も役立ち、人材交流・情報交換の場ともなって
いる。

✓ 医薬品の共同購入により、経費及び業務の
効率化が図られている。

✓ 参加している機関が自治体立であるため、規
則が障害となっている。

出典：厚生労働省「地域医療連携推進法人連絡会議資料」 等
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